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文化審議会第 5 期文化政策部会「アートマネジメントに関する人材養成及び活用について」 
平成 9 年度在外研修員アートマネジメント部門派遣 

財団法人鳥取県文化振興財団 副理事長兼文化芸術デザイナー 

柴田英杞 
◆ 海外の人材養成 
① 在外研修の経験から 

研修先 米国サンフランシスコベイエリア「シアターアルトー」 
英国リーズ「ウエストヨークシャープレイハウス」 

・ インターン生として、劇場支配人のアシスタント、事務補助、フロントスタッフ、

広報宣伝などの日常業務を経験し、各種会議に参加 
・ 両劇場に共通する特徴 

a. 人材育成の理念が組織に位置付けられている 
b. マンツーマン方式 
c. ヒューマンリソースマネジメント（人的資源開発）の徹底 
d. 受入れ側と指導者の充実 
e. インターン受入れのための民間助成制度あり 
 

② 平成 19 年 6 月の視察調査から 
視察先 米国ワシントン DC「ケネディーセンター」 
・ 教育部門が充実され、その中にアートマネジャー養成が位置付けられている 
・ 年間予算は 2.500 万ドル（約 28 億 7 千 5 百万円）、アートマネジャー育成費は 150

万ドル（約 1 億 7 千万円）で、教育部門に占める割合は 6% 
・ 総指揮は 2001 年に着任のマイケル・カイザー会長（元ロンドンロイヤルオペラハ

ウス支配人） 
・ アートマネジメントプログラム 
a. インターンシップ 学生対象、期間は 4 ヶ月、年間 60 名受入、生活費のみ支給 

業務内容は広告とマーケティング、資金調達・教育・財務管理・契約・国立交響楽

団のマネジメント・プレス・事業計画とプロデュース・IT など、現場スタッフ付

きのアシスタントを務める。 
b. フェローシップ 10 年程度の経験者対象、期間は 1 年、年間 10 名受入、各人 2 万

ドル（約 230 万円）支給、健康保険も付与、指導内容は企画・戦略計画・資金調達・

マーケティング・財務管理・IT・教育・人的資源開発・法律・ユニオン交渉・メデ

ィア対策など、毎週 1 回 5 時間のセミナーを行い、日常は管理職付きとして実務を

行う． 
c. キャパシティービルディング 全米や海外の団体と共同プログラムを開発しノウ

ハウを提供、過去に中国・メキシコ・パキスタンで実績あり 



◆ アートマネジメントに関する業務の現状と課題など 
① アートマネジメントとは何か 

・抽象化された定義ではなく、実学としての定義が必要 
② アートマネジメント教育の見直し 

・芸術と経営の両面からの教育の必要性 
・戦力となる人材の養成 
・人間力が求められる 

③ 現公立文化会館職員の専門性と意識改革の必要性 
・特に平成 5 年以前に建設された会館職員の採用と育成の問題 
・ライセンスを持たないトップマネジメントの存在 

④ 自治体のミッションの欠如 
・地域の文化振興に対する主体的な理念やミッションの提示をするべきで

ある 
・どのような劇場、どのような人材を求めているのか、が曖昧 
・文化行政に携わる自治体職員の意識改革と人材育成 

⑤ 研修費用捻出の困難さ 
・コストカットを迫られる中人材育成のための経費が捻出できない 

⑥ 地域間格差の是正 
・大都市圏と大都市圏以外の人材育成に不公平がないように配慮すべきで

ある 
 

◆ 我が国の人材養成や現職研修に対する期待 
① 期待される人材像の明確化 

・求める人材とその質により、育成方法を変容していく 
② 既存の研修制度の更なる充実と職場環境の改善 

・ 時代に即応し、外部環境の変化に応えられる研修内容が必要 
・ 研修指導者層の充実とその人材の育成 
・ 研修が活かされる職場改善や劇場間ネットワークの構築 

③ 劇場法の制定とアートマネジャーの公的資格制度の検討 
・ 劇場や公立文化会館の基準や水準、ミッションなどを国レベルで明確化すべきであ

る 
・ 劇場や公立文化会館に文化専門職を明確に位置付けるべきである 
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